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午前１０時 １分 開会 

○議長（中司  実君） ただいまから平成１５年第２回防府市議会臨時会を開会します。 

 

○議長（中司  実君） 定足数に達しておりますので、これより本日の会議を開きます。 

 欠席の届け出のありました議員は広石議員であります。 

 

  会期の決定 

○議長（中司  実君） 会期についてお諮りします。 

 今期臨時会の会期は、本日１日限りとしたいと思いますが、これに御異議ございません

か。 

        〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中司  実君） 御異議ないものと認めます。よって、今期臨時会の会期は、本

日１日限りと決定しました。 

 議事日程につきましては、お手元に配付しております日程に基づいて進行したいと思い

ますので、よろしく御協力のほどお願いします。 

 

  会議録署名議員の指名 

○議長（中司  実君） 本日の会議録署名議員を御指名申し上げます。 

 １３番、田中議員、１４番、藤野議員、御両名にお願い申し上げます。 

 

  報告第 ２号専決処分の報告について 

  報告第 ３号専決処分の報告について 

  報告第 ４号専決処分の報告について 

  報告第 ５号専決処分の報告について 

  報告第 ６号専決処分の報告について 

  報告第 ７号専決処分の報告について 

  報告第 ８号専決処分の報告について 

  報告第 ９号専決処分の報告について 

  報告第１０号専決処分の報告について 

  報告第１１号専決処分の報告について 

  報告第１２号専決処分の報告について 

  報告第１３号専決処分の報告について 
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  報告第１４号専決処分の報告について 

  報告第１５号専決処分の報告について 

  報告第１６号専決処分の報告について 

○議長（中司  実君） 報告第２号から報告第１６号までの１５議案を一括議題としま

す。理事者の補足説明を求めます。市長。 

        〔市長 松浦 正人君 登壇〕 

○市長（松浦 正人君） 報告第２号から報告第１６号までの専決処分の報告について一

括して御説明申し上げます。 

 本案は、議会の委任による専決処分をすることができる事項に基づき、防府市営住宅及

び改良住宅の明け渡し等請求に関する訴えの提起について、専決処分したものでございま

す。 

 専決処分の内容でございますが、お手元にお示ししておりますとおり、本市の再三の催

告にもかかわらず家賃を納付しない入居者１４人及び不正入居者１人について、本年２月

６日に山口地方裁判所へ市営住宅及び改良住宅の明け渡し及び滞納家賃並びに家賃相当額

の損害金の支払いを求める訴えを提起したものでございます。 

 市営住宅及び改良住宅の家賃の収納につきましては、平素から努力いたしているところ

ですが、今後、より一層適正な管理に努め、完納を目指してまいりたいと存じます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○議長（中司  実君） ただいまの補足説明に対し、一括して質疑を求めます。 

        〔「進行」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中司  実君） 以上で報告第２号以下報告第１６号までを終わります。 

 

  議案第２号山口県央部合併協議会の設置について 

○議長（中司  実君） 議案第２号を議題とします。理事者の補足説明を求めます。市

長。 

        〔市長 松浦 正人君 登壇〕 

○市長（松浦 正人君） 議案第２号山口県央部合併協議会の設置について御説明申し上

げます。 

 本案は、防府市、山口市、小郡町、秋穂町及び徳地町の２市３町の合併に関する協議を

行うための協議会の設置についてお諮りするものでございます。 

 県央部の合併につきましては、本年１月に設立いたしました県央部合併推進協議会を中

心に鋭意準備を進め、お手元にお示ししておりますとおり規約が整いましたので、これを
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定め、本年３月に山口県央部合併協議会を設置しようとするものでございます。 

 よろしく御審議のほど、お願い申し上げます。 

○議長（中司  実君） 本案に対する質疑を求めます。５番。 

○５番（山本 久江君） それでは質疑に入らせていただきますが、先月２７日の県央部

合併推進協議会におきまして、阿知須町が県央部への参加を一時離脱いたしまして、３月

末の最終決定、態度決定まで、オブザーバー参加ということになりました。これまでの２

市４町の枠組みを強調してまいりました協議会は、いわば根本的に路線変更をすることに

なるわけですけれども、急遽、この２月の臨時議会で２市３町での法定協設置議案が出さ

れてまいりました。市民への説明という点では、私は極めて不十分だと思いますけれども、

その点、いかがでございましょう。 

 もう一つは、阿知須町を加えれば、人口３０万人以上の中核市、これまで２市４町が合

併すれば３０万都市が実現をして、まちが飛躍的に発展をすると宣伝をされてきたわけで

すけれども、今回、人口約８,８００人の阿知須町が離脱をするということになれば、今

後の人口動態を考えますと、人口３０万人以下の特例市となる可能性がございます。中核

市と特例市の権限移譲等いろんな違いがあるわけですけれども、具体的に説明をお願いし

たいというふうに思います。 

 ３つ目、法定協議会は合併市町村の建設に関する基本的な計画、つまり新市の市町村建

設計画の作成、それから市町村の合併に関するいろんな協議を行うわけですけれども、市

民の関心事でありますサービス、あるいは負担の問題、この山口県発行のパンフレットの

中にも書いてありますけれども、サービス水準は高い方に、負担は低い方に調整されるの

か、このとおりとなるのかどうか、この点をお尋ねいたします。 

 さらに４点目、法定協では、これまでも答弁の中にございましたけれども、特例法の法

文そのものにはありませんが、合併の是非を含めて討議の場とする、議会でもこういうふ

うな説明をされましたけれども、その点どうか、改めて確認をいたします。 

○議長（中司  実君） 市長。 

○市長（松浦 正人君） お答えいたします。 

 県央における市町合併の問題につきましては、昨年８月２６日に設置された県央部合併

調査研究会、また本年１月６日に設置されました県央部合併推進協議会のいずれにおきま

しても、法定合併協議会の設置時期は年度内、すなわち３月末までに足並みをそろえて議

会の御審議をお願いするという共通認識がございました。したがいまして臨時議会の開催、

または遅くとも３月定例議会の２つの考え方が常に議論されてきたところでございます。 

 １月２７日の第２回協議会では、枠組みについての議論がなされました。次の２月５日
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の第３回協議会で、法定合併協議会設置時期については２市３町で２月臨時議会に提案す

るという合意に至ったわけでございます。 

 また、枠組みにつきましては、市政懇談会、昨年全地域でやらせていただきましたが、

その席におきましては、私は「２市３町、あるいは２市４町とか言われておりますが」と

いう形でのごあいさつや、あるいは市議会における一般質問等におきましても、「合併は

あくまでも市町村や住民の自主的、主体的な取り組みにより進めることが基本である、関

係２市４町の枠組みの中でどのような選択肢が可能であるか云々」という形の答弁をして

きておりますので、御理解をいただきたいと存じます。 

 次に、中核市と特例市との違いについてですが、御承知のように、中核市は地方自治法

の一部改正により、地方分権を推進するため、人口３０万人以上の一定の要件を満たす都

市に政令指定都市に準じた権限を持たせる制度であり、一方、特例市は人口２０万人以上

の市に対して、一定の事務権限を一括して移譲することで、自主的なまちづくり等への行

政対応能力を高めていこうとする制度であります。中核市と特例市の違いにつきましては、

一言で言えば、事務移譲件数の違いでございます。中核市の処理する主な事務といたしま

しては、民生行政に関する事務や保健所の設置、都市計画等に関する事務や、環境保全行

政に関する事務等があり、特例市の事務といたしましては、都市計画等に関する事務や、

環境保全行政に関する事務等がございます。 

 いずれにいたしましても、これらの制度は政令指定都市以外の比較的規模の大きい都市

について、住民に身近な事柄を県から市に移すことにより、住民サービスの向上を図ると

ともに、自主的、主体的なまちづくりを促進しようとするものでございます。 

 また、合併により住民サービスはどうなるのかということにつきましては、例えば合併

の先例市では、サービスは高く、負担は低くなったもの、ほぼ横ばいのもの、または経過

措置等で、当分の間、現状のサービスや負担をそのまま維持することで調整がなされたと

いうことも聞き及んでおります。 

 いずれにいたしましても、合併について正式に話し合う場であります法定合併協議会を

１日も早く設置して、住民サービスや住民負担について、その場で大いに議論されること

が一番大切であると考えております。 

 また、法定合併協議会の事柄につきましての最後の御質問でございますが、これらも法

定合併協議会の中でいろいろな議論がなされ、それをまたこの議会において御審議をいた

だくことと相なると、そのように考えております。 

○議長（中司  実君） 助役。 

○助役（土井  章君） 市長が今、お答えしたと思いますが、法定合併協議会の中で合
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併の是非について、是と非と両方について議論するのかということだと思いますけれども、

あくまで法定合併協議会は、合併を目標に協議を進めなければ、最初から非が前提の協議

はないというふうに思います。その過程の中で、意見調整ができなければ離脱することも

ございましょうし、かつ最終的には構成団体全員の合意が得られた後に、それぞれの、防

府でいえば防府市議会で、合併協議会で得られた合意事項について是か非かという判断を

いただくということになろうかというふうに思います。 

○議長（中司  実君） ５番。 

○５番（山本 久江君） これまでも法定協は合併の是非を討議する場であるというふう

な御答弁をいただいておりますが、しかし実際には、総務省の合併協議会の運営の手引、

いわゆるマニュアルですけれども、合併の是非を独自に議論する段取りの記述はありませ

ん。強いてあるとすれば、最後の結論を出すときが合併の是非の判断ということになりま

す。 

 合併が前提になった議論が進んで、それらが案としてすべてでき上がった最後の段階で、

さて、合併しますか、しませんかというわけでございます。まさに出口が合併で決まって

いるトンネルのようなものだというふうに比喩する方もありますけれども。 

 といいますのも、私がなぜこの問題を取り上げたかといいますと、本当に合併の是非が

論じられる場であれば、例えばこういう本が出されておりますね、「県央中核都市建設報

告書」、これは建設協がまとめた本ですけれども、ここに法定協の枠組みとしてこういう

項目があるんですけれども、この中で美東町から検討の範囲に参加を希望する申し入れが

あったと、こういうふうに書いてございました。法定協以前にこれが実はだめになりまし

たね、御承知のように。どうしてだめになったのか、だれが美東町を俗に言うとけったの

かと、こういう議論になってくるわけですけれども、住民にこの話があったわけではあり

ません。一体この合併の最も基本となる枠組みはだれが決めるのか、市民には全くわかり

ません。 

 今回につきましても、２市４町かと思っていたら、２市３町の法定協設置が出されてい

る。市長は市民の意見、意思をどこで問われるのか、議会でも言われたと思いますけれど

も、市長自身が市民が主人公、こういうふうに言われたと思いますが、全くそういう状況

になっていない、民意をどこで問うのか答えていただきたいというふうに思います。 

 それから、法定協ではいわゆる基本４項目、つまり合併の方式とか、合併の期日とか、

新市町村の名称とか、それから新市町村の事務所、いわゆる庁舎をどこにするか、庁舎の

位置の問題ですね、これを決めるようになるわけですけれども、これは大変市民に関心が

高い問題でございます。市長は、例えばこの庁舎の位置についてはどのようにお考えにな
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っておられるのか。といいますのも小郡の町長は、例えば住民懇談会の、そういう場で、

庁舎は小郡へと、こういうふうな発言もされておりますし、実は防府市のホームページの

中でも庁舎の位置ということは大変関心が高くて、いろんな意見が出されております。御

紹介いたしますと、防府市が合併に応じるための条件を挙げてみましょう。１つ、新市名

は防府市にすること。２、新市役所は現防府市に置くこと。３、早急に県庁を現防府市に

移す準備を進めること。以上が確認できない限り、防府市は合併に応ずるべきではないと

考えます。こういう意見とか、要するに市役所をどこに持っていくかという、こういう話

は大変市民の関心が高いものです。市の名前をどうするか、この点、市長はどういうふう

にお考えを持っておられるのか、そのあたりをお尋ねしたいと思います。 

○議長（中司  実君） 市長。 

○市長（松浦 正人君） 今日までの県央部における協議の歴史というものは、議員もよ

く御存じのことと思います。もうかれこれ２０年来、県央部におけるしっかりした都市が

必要だという議論はいろいろな分野でなされてきたかと思っておりますし、私も県議会に

議席を与えていただいた当時は、その当初から県央部における合併の研究が盛んに県庁内

部、あるいは議員の間でもなされていたところでございます。そうしたいわば長い行政課

題というものを私は意識をしておりましたし、よく承知をいたしておりました。防府市に

おきましても、昭和６１年、私が市議会からは外れた時期でございましたが、その時分か

ら山口、あるいは小郡、秋穂、２市２町によります県央部中核都市圏構想策定協議会なる

ものが始まりまして、平成４年には地方拠点法の指定を受けて山口県央部地方拠点都市地

域整備推進協議会というものもできたわけでありますし、またさらに平成１０年には徳地

町を加えまして、２市３町によります山口県央部窓口事務協議会ができ上がりました。そ

して、最初はこの２市３町で職員の相互交流も行われてきましたし、後には平成１２年で

ございますけれども阿知須町も加わられまして、県央部２市４町の形で県央部吉佐都市形

成研究会なるものも立ち上がってきた、いわば段階をずっと踏んで長い議論を重ねながら、

またそのたびごとにこの議会においても、あるいは県議会においてもいろいろな議論がな

されてきたところでございます。 

 私も、さきの昨年の５月の選挙に当たりましては、この県央部における合併問題が市民

に応対する最大の課題であるということをあらゆる団体からのアンケートにも、あるいは

マスコミからのアンケートにもそのようにお答えをいたしまして、そのような形で市民に

御説明も私は私なりにいたしてきたわけであります。そして選挙が終わりました後、６月

２４日でございますが、この定例議会における所信表明におきましても、行政改革の引き

続きの断行と、県央部の合併問題の重要性を市民に強く御説明し、応対していくことをお
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誓いいたしまして、その後、７月から９月にかけまして各地域で地域懇談会も持たせてい

ただき、行革と合併についての話題のみで議論を市民の皆様方に御説明もし、また御意見

もちょうだいし、その場においてのアンケートも実施させていただいてまいりました。そ

して昨年の１０月には、より幅の広いアンケートの実施も必要であるという私の判断のも

とで、本年１月にはアンケート調査も行ったところでございます。 

 したがいまして、私といたしましては、可能な限り住民の皆様方、市民の皆様方の御意

見にしっかり耳を傾けながら、政策提言を議会の皆様方にさせていただいてまいっており

ます。したがいまして、その御判断は議会の皆様方にゆだねるところでございますが、市

民への御報告あるいは御説明ということは可能な限りにおいて、市広報等々も通じてはも

ちろんでございますが、してまいってきておる、このようにお答えをさせていただきたい

と、そのように思っております。 

 新市の名称、あるいは事務所の位置、あるいはその形態はどういうふうなものがふさわ

しいか等々については、それぞれの方々が、それぞれの思いを持っておられて当然であろ

うと思いますし、議員が今ちょっと御指摘になったような、かなりびっくりするような御

意見を持っておられる方も中にはおられるかもしれません。しかしこれらの事柄は、お互

いが将来のためにどういうふうなきっちりした都市をこれからつくっていくのか、そのた

めにはどうしたらいいのかということを前向きに、かつ足並みをそろえて、そしてみんな

で英知を振り絞って、未来に責任の持てる形をつくり上げていかなくてはならないと、そ

のように考えております。 

 したがいまして、私も今まではどこの場所におきましても、一、二のところから出てお

るような話も聞いてはおりますが、その方々の心意気を述べられたことであろう、私の心

意気は法定協議会の中においてしっかりと議論をさせていただく、そのことをもって議会

の皆様方に御判断を仰ぎたい、そのように考えているところでございます。 

○議長（中司  実君） ５番。 

○５番（山本 久江君） 市長、いろいろ言われましたけれども、庁舎の位置の問題は全

く白紙委任のような状況の中で、一方で小郡町の町長はぜひうちにというような積極的な

ことを言っておられるわけですよね。今の話を聞いてみますと、法定協の中で議論をして、

その中で決まったところにって、本当にこういう状態の中で、まさに白紙委任のような状

態で市長にお任せするような形になってきますよね。 

 例えば市役所が、この新市の事務所がよそに行くようなことになれば、例えば防府市役

所支所とか出張所とかそういう形になってきますね。そうすると地域へ与える影響という

のは大変なものがあると思うんです。後の質問もあると思いますけれども。また、防府市
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という名前がひょっとしたらなくなるかもしれない。市民サービスの問題でも御答弁いた

だきましたけれども、よく論議をしてというふうな御回答だったと思いますね、その場で

大いに議論をしてということで、結局サービスは高く、負担は低く、こういうことは明言

をされませんでした。こういう状況の中で事が進められていっていいものでしょうかね、

防府市民にとって。私はもっと市民に意見を聞くべきだというふうに思います、市民の意

思を聞くべきだと思います。 

 今、市長は懇談会をやったとか、市長選を通じて訴えてきた、所信表明をして議会の皆

様にお話をしたと、こういうことを言われましたけれども、今の御答弁の中では、この防

府市が一体どうなっていくのかという、そういう方向性は全くわからない、こういう状況

だというふうに思います。 

 全国では住民投票を行って、住民の意思を問うというところが出てきております。これ

は朝日新聞の最近出た社説なんですが、記事を読んでいますとこういうふうに載っていま

す。住民投票などやれば、合併そのものが壊れてしまう。首長の間からはそんな本音も聞

かれる。だが、民意を聞けば壊れてしまうというのでは、合意形成が不十分であることを

告白しているようなものだ。そこに住む人々にとって市町村合併は５０年に一度あるかど

うかという大事だ。子や孫の世代にも影響が及ぶ。合併の是非そのものをできるだけ住民

投票で問うことが望ましいと、こういう社説も出ております。 

 この住民投票という点につきましては、市長、どのようにお考えでしょうか。質問が３

回しかできないという状況の中で、積極的な御答弁をお願いいたします。 

○議長（中司  実君） 市長。 

○市長（松浦 正人君） まず、前段のお話でございますが、非常に大めっそうな言い方

で申しわけありませんが、３０分の１２という防府市の置かれている立場、アバウトです

けれども、そういう立場の中で付託をいただいておるという重みは片時も忘れたことはご

ざいません。これからいろいろな話を協議していこうとしている矢先でもございますし、

２市３町、それぞれが胸襟を開いて地域の立場だけを主張するのではなく、しかしお互い

の立場を尊重し合いながら、いろいろなものは決めていかなくてはならないと、そのよう

に思っておりますし、私なりにそのような固い決意を持っているところでございます。 

 それから、住民投票の問題につきましては、いつかの議会でもどなたからか御質問を受

けましたが、議会の皆様方がその必要があると御判断をされるのであれば、私は住民投票

を行うことに何らやぶさかではございません。ということを前の答弁のときにも申し上げ

ております。決してよけて通るというような思いも持っておりませんし、そのようにすれ

ば合併問題が壊れるとか、そのようなことを私は一度も、どこででも発言したこともござ
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いませんし、思ったこともございません。 

 以上でございます。 

○議長（中司  実君） ２３番。 

○２３番（久保 玄爾君） ちょっと関連する質問になりますけれども、先ほどの市庁舎

の問題ですが、合併については、市としては合併してくれという総務省の考えではなくて、

特に町村において１０万人の市をつくってくれと、これが目標であるということで、我々

のところは１２万人いるわけですが。したがってこの問題は町村の問題であるというふう

に思っておるわけです。それに市が協力して大きなまちをつくっていこうというのが合併

の総務省の考え方と思います。 

 防府市と山口市は人口２万人しか違いませんし、小郡町、ほかの町はちょっと人口が少

ないわけですけれども、そのときの中心がどこにくるかと、山口市ないしは防府市という

のが普通の一般的な考え方だと思うんですよね。 

 そこでちょっとお聞きしたいんですけれども、庁舎の位置を防府市に持ってくるという

ことを協議会で主張される意思があるかどうか、それをまず聞きたい。 

 それからもう一つは、人口３０万人であるということにはこだわらない、あるいはこだ

わるのか。こだわれば、美東町あたり入れようじゃないかという話が山口市あたりから出

てくるのではないかと思うんですけれども、その辺について市長の御見解をお聞かせくだ

さい。 

○議長（中司  実君） 市長。 

○市長（松浦 正人君） 合併はあくまでも相手様のあることでございます。相手様がな

ければ合併はできないわけであります。合併ができなくても、しっかりとした自治運営を

やっていける市でありたい、そういう思いの中で行政改革を断行いたしているさなかでご

ざいます。したがって、合併がなくてはどうにもならないという立場そのものに私が立っ

ているわけではないことも御理解をまずはいただきたいと思っております。 

 そして、相手様との協議でございますので、先ほども申し上げましたように、今、これ

だというふうにこだわりを持って、そういう了見で協議の場へ出ていくことを私は清しと

しておりません。みんなで胸襟を開いて法定協議会の中でいろいろな立場の方々と議論を

重ねていくことが一番いいのではないかなと、そういうふうに私は考えております。 

 ３０万人という人口にこだわるのか、こだわらないのかという前段がございましたが、

私はこだわっておりません。県央部における中核都市ということを私は常に考えておりま

すので。それから美東町さん、あるいは阿東町さんから熱い思いを寄せていただいている

ということは、現在の２市３町の責任者がそれぞれ痛感いたしております。おりますが、
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今日まで長い歴史の中で、２市２町、あるいは２市３町、あるいは２市４町というような

形の中で、行政現況調査等々、事務レベルでのかなりの議論、あるいはいろいろなものが

積み上げられてきておる経緯がございます。そして今、対等合併でこれらの県央部の合併

をやっていこうということも合意されております。 

 そういう状況の中でございますので、とりあえずはいろいろな心準備や、いろいろなお

つき合いが深まっているところが先に合併をして、それから今度は美東町さんなり阿東町

さんなりが、その中の枠に入りたいということであれば、何ら拒む気持ちはどなたもお持

ちになっていないのではないか、そういうふうに私は現在、判断しております。 

○議長（中司  実君） ２３番。 

○２３番（久保 玄爾君） 私、聞いているのは、別によその市の意見を聞いているわけ

じゃないんで、防府の代表として、議長も出ていかれるわけですから、当然、市民の代表

として意見を持つべきだと思うんです。今、最後の美東町、阿東町については、合併の後

に、またどこの市長さんも町長さんも拒まれないだろうというようなことをおっしゃいま

したけれども、阿東町、美東町、もし将来入れるということになると、こんな広大な行政

面積で行政ができると思っていますか。その辺を、ちょっと言葉はきつかったけれども、

市長は思っていないと思うんですけれども、それはいつも頭に残っているんですけれども、

そういうことを将来許すのであれば、合併なんて効果もないし、第一市民サービスだって

うまくいかないと思うんですよね。美東町、阿東町を入れるんだったら、新しい県をつく

った方がいいぐらい広いわけですから。 

 そういったことで、非常にさっきから残念なんですけれども、市長は自分はこう考えて

いるという意思をなかなか吐露してくださいませんけれども、市民の代表としては、おれ

はこうしたいんだという思いがやっぱりあるはずなんですよね。恐らくほかの市や町に対

する影響を考えて言われないと思うんですけれども、庁舎の問題とかいうのを、うちは大

きな市なんですから。例えば小郡町に持っていくとかいうのを、小郡の町長が言っていま

すけれども、そういった問題については、自分としてはこう考えているという考えがあっ

ていいと思うんですよね。もしないんであれば、防府市は何のために合併するんかと。一

緒になって何もない。例えば名前は山口市で、本庁は小郡町、防府は東の端というふうに

なるんでは、まち全体の活性化とか今やっていますけれども、本庁舎が動くというのは非

常にまちの経済にもかなり影響を与えると思うんですよね。そういった意味で、市長もう

答えられないと思いますが、その辺を協議会の中で主張していただきたい。これは私の要

望ですから、市長、どうぞ一考をお願いしたいと、こう思います。 

○議長（中司  実君） 市長。 
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○市長（松浦 正人君） 私はかねてから、県央部のしっかりした都市が必要であるとい

うこと、それが我が防府市にとっても繁栄の道になる、１０年先、あるいは３０年先を見

ていけば歴然と結果は出てくると、このように確信をいたしております。 

 それから、法定協の中においては、お互いが胸襟を開いて議論をしていく、その中にお

いて３０分の１２という重い分担、責任を背負っておるということは、私は片時も忘れて

おりません。その気持ちをこれからもしっかり持ってまいりたいと思っておりますので、

しっかり応援もしていただきたいと思っております。 

○議長（中司  実君） １６番。 

○１６番（木村 一彦君） この後で具体的な質疑をいたしますが、合併については今、

全国の市町村がすべて合併へ、合併へとなびいているかのような描き方も一部でされてお

ります。しかし事実は決してそうではありません。全国の市町村の中には、合併しないで

独自で生きていくということをはっきり答弁されている自治体も少なくないわけでありま

す。今月中には全国町村会が約６,０００人の人を集めて、この合併に対しての反対の集

会を開く。首長さん、議長さんが、議長さん中心に集まられて、こういうこともあるわけ

です。ですから、全国がすべて合併になびいているかというとそうではありません。 

 そういう中で、今、大きな波紋を呼んでいることの一つに、新潟県加茂市長、小池清彦

さんが出された１冊の小さい論文があります。これ、非常に今、全国に波紋を呼んでおり

ます。題名は「国を亡ぼし、地方を亡ぼす 市町村合併に反対する。加茂市が県央東部合

併に加わらない理由」、こういうやつです。断っておきますけれども、この小池市長さん

というのは、もともと市長さんになられる前は防衛庁の官僚でありまして、いわゆる革新

市長でも何でもありません。この人がこういうことを言っております。「現在、小泉総理

が進めようとしておられる市町村合併は、国から地方へよこすお金を大幅に削減すること

を唯一の目的とするものであって、地方の住民を幸せにするものではありません云々」と

書いてあります。そして、「かつて日本じゅうがとうとうとして大東亜戦争への道を突き

進んでいたとき、どのようにののしられようとも、その道は間違っていると発言すること

が正しい行動であったのであり、私も同じ思いであえて発言させていただく次第でありま

す」、こう最初に述べております。そういう意味で、私はこういう勇気ある首長さん、市

長さんがおられる、どんどんふえているということも最初に申し述べておきたいと思いま

す。 

 それでは、具体的な質疑に入りたいと思います。３点にわたってお尋ねしたいと思いま

す。 

 １つは、市の広報その他さまざまな宣伝物で、この合併の中心目的の一つとして、中核
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都市をつくるんだ、こういうことが言われております。中核都市ができれば山口県は発展

する、このようなことが盛んに言われております。そこで、合併によってどのような形で

中核都市ができると考えておられるのか、また中核都市ができたとすれば、それはどのよ

うな効果を生むと考えておられるのか、これは今までもさんざん言われておりますけれど

も、改めてこの本会議上で述べていただきたいというふうに思います。 

 また２点目には、合併の目的の主要なものとして、財政基盤の強化、このことがるる言

われております。そしてその具体的な問題として、地方交付税の算定特例とか、あるいは

合併特例債、これらを活用するんだ、そうすれば財政基盤が強くなるんだ、足腰の強い自

治体になるんだということが言われております。そこで、なぜこういう特例措置を活用す

れば防府市の財政基盤が強化されると考えておられるのか、その辺を改めて説明していた

だきたいと思います。 

 それから３点目は、先ほど同僚議員も言いましたが、サービスは高い方に、負担は低い

方にそろえる、こういうことが盛んに言われております。それは本当なのかどうか、先ほ

どの市長の答弁でもはっきり言明されませんでしたが、もう少し市民にわかりやすく説明

をしていただきたい。 

 最初に、以上の３点をちょっとお伺いしたいと思います。 

○議長（中司  実君） 市長。 

○市長（松浦 正人君） 先ほど来からの答弁と重なるところが出てまいりますことをあ

らかじめお許しをいただきたいと思います。そして加茂市の市長さん、勇気ある発言だと、

こうおっしゃったわけですが、私も勇気ある発言をいたしてきたと、そのように思ってお

ります。 

 昭和５７年から私はこの議会のこの議席で合併の必要性を訴えてまいりました。当時、

同僚の議員さんでごみの民間委託も強く訴えられた議員さんもおられました。そうした先

を読んだものが今、いろいろな形で実現されつつあるわけでありまして、私は一つの政治

家としての信念であると、そういうふうな考え方の中で持っておりますことを前段申し上

げておきます。 

 そして、この県央部におきましては、先ほど来から申し上げましたとおり、昭和６１年、

２市２町による協議が始まりまして、平成４年には県央部地方拠点都市地域整備推進協議

会というものができ上がりまして、それはこの議会において御審議されたはずでございま

す。そして平成１０年には徳地町を加えた２市３町によっての県央部窓口事務協議会がで

きました。そして１３年からは２市３町による職員の相互交流が始まり、平成１４年から

は阿知須町も入れた２市４町の職員交流も始まり、いろいろな協議がずっと進んできた長
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い歴史もあるわけでございます。 

 したがいまして、国がどうだこうだということで、草木もなびくというような形の中で

合併が強要されているかのような表現は、私は当たらないと、そのように考えております。 

 そして、この県央地域は御存じのとおり歴史的にも地理的にも本県の中心的役割を果た

してきた経緯がございます。この地域が一体となって中核都市が形成できれば、これまで

以上に教育や文化、医療、情報などの多様な高次都市機能の集積を図ることも可能になっ

てくると、そのように考えております。このためにも県央部に中核都市を誕生させること

が今まさに求められていると認識しております。 

 それから、サービスの問題につきましては、それぞれが勝手なといいますか、自分のこ

とだけを考えたことばかりを主張していく時代ではない、私は自分なりにもそう思ってお

ります。しかし、それによって極端な目に遭うことのないように、合併によって大変な負

担が強いられるというようなことのないように、いろいろな知恵をその中に入れていきな

がら、求めるところはサービスは高い方へ、負担は低い方へ、これが基本的な考え方であ

る、そのように私は考えているところであります。 

 財政的なことに対しての御質問でございますが、市町村の規模が拡大し、財政基盤が強

化され、当然規模の経済が働いてまいります。間接経費はかなりの節減がされると。私は

昭和５７年に合併の必要性を訴えたときは、まさに行政改革の立場から合併の必要性を訴

えたわけでございまして、行政、財政の合理化、効率化が私は図られることは間違いない

と考えております。 

 本格的な地方分権の時代が到来してきております。地域間競争を勝ち抜いて、住民の期

待にこたえて、魅力ある地域づくりを進めていくためには、どうしても行財政基盤の充実、

強化を図ることは不可欠であると考えております。その有効な手段として市町村合併とい

うものは考えられている、まさしく県央部の中核都市建設はその一つの形ではないか、こ

のように認識をしているところでございます。 

○議長（中司  実君） １６番。 

○１６番（木村 一彦君） まず、中核都市の問題ですが、今、市長はかなり抽象

的に言われましたが、県央中核都市建設協議会、先ほど山本議員が示したパンフレ

ットにはこういうふうに書いてあるんですよ。「山口県は、中小の都市が散在する分散

型都市分布構造であり、中核となる都市を持たないことから云々」、「これが若者を中心

とした人口減少や地域活力の低下につながっている。したがって人口３０万人以上の中核

都市をつくれば、高次都市機能や都市型産業が集積し、人口の県内定住や交流の促進、地

域経済の活性化、地方分権の推進等の核となり、県全体あるいは広域活力創造圏の発展を
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けん引する中核都市の形成を図る」、平たく言えば山口県には田舎町しかないと。だから

若者が逃げていく、人口がどんどん減っていくんだ。だから、ちゃんとした大きな都市を

つくれば、これが発展の中心になるんだ、こういうことですよ。私ね、調べてみました。

人口３０万人の都市があれば、果たしてその県が発展するかというので疑問を持って調べ

たんです。全国を調べられませんので、中四国並びに福岡県を調べました。そうすると、

人口６１万人の岡山市、それから人口４２万人の倉敷、この２つの大都市を抱えている岡

山県、これは平成７年の国勢調査の時点から平成１２年の国勢調査の時点、５年間でわず

かに７８人ふえています、県全体としては。６０万都市と４０万都市を抱えている岡山県、

それから１１０万都市の広島市、３７万都市の福山市を抱えている広島県はどうか。これ

は平成７年から平成１２年の間に２,８３３人、県全体で人口は減っているんですよ。同

じく、人口３３万人の高松市を抱える香川県、これは平成７年から平成１２年の間に４,

１１６人、県全体で人口が減っている。人口４６万人の松山市を抱える愛媛県、これは同

じ５年間に１万３,６０８人減っています。人口３２万人の高知市を抱える高知県、これ

は同じ５年間に２,７５５人、県全体で減っています。ただ一つだけ、人口１２８万人の

福岡市と、１００万人の北九州市を抱える福岡県は、この間、８万２,３０６人、県全体

でふえています。これは例外です。だから人口３０万人程度の都市があれば県勢が発展す

るというのは事実無根なんです。このあたりの近隣の県を見ても、そんな県はほとんどな

いんです。 

 この中で言えることはどうかというと、人口３０万人以上の都市の人口はそれぞれふえ

ているんです。だけど県全体では減っている。これはどういうことかというと簡単です。

農村部から人がその中心都市に集まって、過疎化がどんどん進んでいるということなんで

す、これらの県は。これは国土の均衡ある発展というのと、自治の精神からしても逆行し

ていますよ。これは全く事実に基づかないです、中核都市論、３０万都市論というのは。

しかも中核というのは、言葉から言っても一つの中心ということなんです。山口県は５つ

の中核都市をつくると言うんでしょう。５つの中核なんていうのはしゃれにもならないと

私は思いますよ。そういうことです。 

 それで、人口がどんどんよそから流入してくると言うんですけど、じゃ、具体的に３０

万都市が仮にできたとして、どこから入ってくるんですか。近隣の県からこの山口県に人

口が流入してくるんですか、広島とか、福岡から。私はそれはあり得ないと思いますよ。

１００万都市の広島、１００万都市を２つ抱える福岡、ここから３０万都市の都市機能の

魅力に引かれて人がどんどん集まってくる、こんなことはあり得ないと思います。じゃ、

どこから集まってくるかというと、県内の各地から集まってくることは考えられるでしょ
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うね。これは先ほど言いましたように、県内の農村部の過疎化を加速することにしかなら

ないんです。だから、人口がどこから入ってくるかというのは、よそから入ってきません

よ。 

 それからもう一つ、県央２市３町に置きかえてみた場合に、合併で３０万都市ができて、

都市機能が集積されると言うんですけど、この２市４町、先ほどから話がありました。２

市３町でも９００平方キロちょっと切る莫大な広さの市ですよ。人口は１カ所に固まって

いませんよね、散在しています。そして防府市だけ考えても、広大な農村地域があります。

山口市も広大な農村地域、徳地町は全体が農村地域です。秋穂もそうです。そういう３０

万人の人口がザーッと広い地域に点々とおる、それだけでは中核都市にはならないんです、

都市機能が集積しないんです。だから都市機能を集積しようと思えば、この２市３町なら

３町のどこかに拠点を決めて、人も物も金も集中しないとできないんです。それが防府市

になる保証は今、市長が心強く、私は防府市民の代表として防府市に中心を持ってきます

と、こう言っていただければいいんですけど、言われないからね。どこになるかわからな

い、この中心が。防府市以外になる可能性も大いにありますよ。そうするとどうですか。

我々防府市民の税金が結局どこかよその拠点に集中されて、我々は過疎地域に、過疎地域

と言うと言い過ぎかもしれませんけれども、そういう状態に防府市民は置かれることにな

るんですよね。これがどうして県勢の発展になる、あるいはまちの発展になるのか、私は

そういうことは絶対にあり得ないというふうに思います。 

 この中核都市論というのはいかに――これは総務省あたりがつくったマニュアルがその

まま言われているだけですからね。私は官僚の方々がつくった机上の空論だと思っていま

す。だから根拠はないということを申し上げて、この議論は終わりたいと思います。 

 それから２番目の質問に関連して、財政基盤の強化の問題です。規模のメリットが発揮

される、間接費が削減される、こういう御答弁でありました。しかし今、問題になってい

るのは地方交付税、これが合併すれば１０年間は特例措置がありますが、その後、急激に

減っていくということは総務省、政府もはっきり言っていることなんです。一体、財政基

盤が強化されるとおっしゃるからには、この交付税の問題、先般の合併特別委員会でも同

僚議員が質問しまして、答弁がありませんでしたけれども、どのぐらい１５年後ないしは

１６年後に交付税が減らされると計算しておられるのか。それを計算せずに財政が強化さ

れると口だけで言ってもだれも信用できないし、そういう数量的な裏づけがないと、これ

は市民、納得しませんよ、どこが財政基盤強化されるのかわかりません。交付税はどうな

っていくのか、この点についてまず１点、お答え願いたいと思います。 

 それから、特例債の問題ですが、これは２市４町のときには六百何十億円か借りられる
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と、こういう発表、試算もありました。しかしそれは結構な話ですけれども、片や総務省

は各市町村の起債制限比率は守ってもらわないと困りますと、こう言っているんですよ。

これ、全部使えるんですか、６００億円、７００億円という金が。この点についてもちょ

っとお答えを願いたいと思います。 

 それから、財政問題に関しての３点目です。合併すると経費が節減されると言いますけ

れども、合併によって逆に冗費といいますか、冗費と言うと言い過ぎかもしれませんが、

合併しない場合には要らないお金がどんどん要るようになる面もあるんです。例えば議会

費です。御承知のように、合併して２年間は市町村の議員さんも全部市会議員になるわけ

ですから、歳費が２.３から２.５倍にはね上がる。それから調査研究費、こういうものも

高い方に合わせればはね上がるわけですね。職員の給与も同じです。各自治体ばらばらで

すから。 

 そうしますと、どういうことになってくるかというと、今、周南で問題になっていると

聞きました。周辺部の町の方々は、確かに２年間、歳費が２倍以上に上がるわけですから

大変いいことですけれども、それに対して地元の人たちから、議員だけええ思いするじゃ

ないかと、けしからんじゃないかという批判も随分と沸き上がっているそうです。そこで

困って、一番高い徳山市に合わせるわけにいかんのじゃないか、中間をとるかというよう

な話になって。そうすると、今度は徳山市の市会議員さんが黙っていない。おれたちの歳

費を下げるのかと。これで今、すったもんだでまとまらないと言うんですよ。それから議

場の改造費、周南の場合は７０数名です。この２市３町でも１００名。これをどうするか。

これも大問題になってきます。一説によると４億円以上の金が余計に出ていくんじゃない

かと、こう言われていますが、そういう余計な費用がかかります。 

 それから、これは大分県の臼杵市長が言っておられるんですけれども、広域合併します

と、今までは各市町村の間をつないでいた県道があります。これが市道に当然編入されて

くると。県道だったものを市道に編入すると莫大な維持管理費がかかる。臼杵市長さんが

言われるには、この維持管理費、建設費だけで市の財政はパンクします、こう言っている

んです。こういう問題も検討されたのかどうか。 

 それから、これは私、視察でひたちなか市に行きましたけれども、そこで言われていた

のは、市の名称を変えることで、さまざまな登記上や印判や印刷物、すべての名前を変え

なきゃいけない、町名も、町の表示も全部変えなきゃいけない、これに数億円かかる、こ

ういうことも言われていました。こういうことを検討された上で経費が節減されると言わ

れているのかどうか、今、財政問題では３点お尋ねしましたので、御答弁をお願いします。 

 それから３つ目のサービスの問題です。財政指標を比べてみますと、山口市と防府市で
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はいろいろ違いがあります。山口市の市債残高は防府市より約２００億円多いですね。こ

ういう市債残高を抱えた山口市と一緒になる。それから山口市は水道料金も随分高いです

よ。国保料も高いです。さらには市営住宅の家賃の問題が出てきます。合併しますと市営

住宅の家賃は、今、地域係数というのを掛けて計算するようになっています。山口市は防

府市よりちょっと都市化しているというふうに見られているのか、国では０.８という係

数になっています。防府市は０.７５です。合併しますと、市営住宅の家賃、どこにそろ

えるのか、当然、新市の０.８にそろえるとなると、防府市民にとってだけでも１,５００

円ぐらいは上がります。ましてや徳地町とかそういう周辺部になりますと係数が０.７で

すから、この０.７が０.８に上がりますと３,０００円ぐらいの家賃値上げになる。市営

住宅、御承知のように所得の少ない方々が入っておられます。こういう引き上げが行われ

ると大変な打撃になります。こういうことも比較検討されているんだと思いますけどね、

２市４町のときのいろんな指数を出しておられますから、そういうことも含めて財政がよ

くなるというふうに言っておられるのかどうか、３番目の点については１点だけお尋ねし

たいと思います。 

○議長（中司  実君） 市長。 

○市長（松浦 正人君） 大分いろいろ言われたので、もしかしたら答弁漏れ、あるいは

答弁しなくていいことまで答弁するかもわかりませんが、お許しください。 

 発展が本当にあり得るのかと。愛媛県、香川県、高知県、人口がこれだけ減っているで

はないか。３０万都市は持っているではないか。山口県は残念ながらそれ以上に減ってい

るんです、それらの県に比べてみれば。３０万都市がないからかもしれないです。それは

わからないです。これ以上悪くならないためにもやらなきゃならないです。いいことばっ

かしではなくて悪くなるかもわからない。悪くならないために、どこかで今生きている

我々が英知を振り絞って決断をしていかなければならないということもお考えの中に持っ

ておいていただきたいと思います。 

 それから、交付税というものは、これはそのときそのときの人口形態、あるいはそのと

きの経済状況、いろいろな状況の中で算出されてくるものでございますので、今、どの金

額になるのかということを想定することは、これは余りにもむちゃな議論ではないかと、

そのようにも考えております。しかし、いずれにしても悪くならないためにも、こういう

形で対応していかなければならないんだということを御理解いただきたいと思います。 

 それから、経費の絡みの中で、かなり議論が飛躍されておられまして、議員さんの特例

２年までは延長ができるという、できる規定がございますけれども、何もそれが決まった

わけでもございませんし、どういうふうな議論がそこでされるのか、半年ということで決



－20－ 

着が着くのか、あるいは延長はやめて、すぐ定数どおりの３０万人以下でしたら法定３８

人ですから、３８人の選挙をやるのか、それはわかりません。わからないことに、今、お

金がかかるとかかからないとか議論することさえ必要ないことではないかと思っておりま

す。ある程度の知識は持っておかなきゃいけませんけれども。 

 それから、特例債のことについて、起債制限比率との絡みはどうなのかという御質問だ

ったと思いますが、担当の部長から答弁してもらいます。 

 もう一つありましたね、サービスの水準が違うのではないかと。違うと思います。今ま

でのそれぞれの市が、防府市がサービスがいいものもあれば、山口市の方がサービスがい

いものもある。小郡町の方がサービスが高いものがあればというふうに、いろいろあると

思います。それらが合併して同じ市になるわけですから、いずれかの地点では同じにして

いかなくてはならないと思います。しかし、先ほども答弁させていただきましたが、暫定

的にしばらくの期間は今までを踏襲しながらやっていくとか、法定協の中でいろいろな議

論がされていくわけでございます。 

○議長（中司  実君） 財務部長。 

○財務部長（湯浅 克彦君） ただいまの合併特例債につきましての起債制限比率の問題

でございますけれども、現実には合併特例債ということで、すべてまちづくりのためにこ

れがどういう状態で変わるかいろいろあると思いますけれども、もし変わるとすれば合併

特例債を受けることができるというところでございますので、そのあたりは財政事情等も

考慮しながら、合併市町村のまちづくりについての協議会において検討しながら特例債を

借りていくことになろうかと思っております。 

 また、起債制限比率の中に、この合併特例債が参入されて制限比率がどのように算出さ

れるかということにつきまして不勉強でございまして、またその辺がどのように確定して

おるかというのが、ちょっと私も覚えておりませんということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（中司  実君） １６番。 

○１６番（木村 一彦君） 中核都市論については、山口県が悪いからやってみんにゃわ

からんと、これ以上悪うならんために、中核都市をつくればよくなるかもしれない、こう

いうお話でありましたが、それからも推察できるように、中核都市論というのがいかに危

ういものであるかというのはわかると思います。 

 それはそれとして、財政問題ですが、一番の中心は交付税の問題ですよね。地方交付税

の算定特例で１０年間、これは額が保障されるわけではありません。合併する前の２市３

町なら２市３町のそれぞれのその年の基準財政需要額をはじき出して、そしてそれに基づ
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いて合併しないと仮定してやっていくということですから、額は変動します。少なくなる

と思います。１０年たって５年かけて段階的に減らして、本来の新市の基準財政需要額に

見合う交付税になる、こういうことであります。 

 それで私も、今、市長がそれは将来のことだからどうなるかわからんと、確かにそうな

んです。そうなんですが、しかし今の状況、情勢が変わらないと仮定して、このシミュレ

ーションを出している市町村は多いんですよ。それは財政基盤が強化されると言うからに

は、何ら数量的な裏づけなしにそういうことは言えませんからね。だから現況の中で仮定

として１０年後、１５年後、１６年後にどうなるかというシミュレーションは、責任ある

自治体では出しています。もちろん断り書きつきですよ、将来の変動わかりませんから。 

 それでいろいろ出しておりますが、例えば２市４町の場合、２市３町の資料がありませ

んので、２市４町の場合に、今、地方交付税、合算しますと１８９億９,２００万円ぐら

いになるんです。これを３０万人の類似団体を適用してみますと、これは平均ですから極

めてアバウトな数字になると思いますが、１６３億２,２００万円。２０億程度下がると、

こういう計算です。しかし、これはさらに私は交付税は少なくなると思います。なぜかと

いいますと、合併すれば、今、人口１０万人以下の各町に適用されている段階補正という

ものがなくなります。それから密度補正というのも、広大な地域で密度が薄いですから、

これも下がります。それから何より事業費補正というのがありますね。これがぐんと下が

ってくる、特別交付税も下がりますから。そんなの計算に入れますと、これはあくまで試

算ですからわかりませんけれども、私は今の１８９億円が１００億円か１２０億円前後に

なるんじゃないかと、交付税は。かなり減ると思います。ぜひこれは責任あるシミュレー

ションを出していただきたい。あれほどいろいろ言われるわけですから、科学的な根拠、

今時点での想定だけでも出すべきだと思いますね。自治体の責任として、当局の責任とし

て。私はそのぐらいの大幅な交付税の減額がある。 

 そうなるとどうなるかといいますと、職員なんかも減らすんだと、だから効率よくなる

んだとおっしゃいますが、要するに世帯を小さくした、家計も小さくなった、ただそれだ

けの話なんです。この前特別委員会で助役も説明をされましたけれども、基準財政需要額

は小さくなるんだから交付税が小さくなるのは当然。それはそのとおりなんです。世帯が

小さくなるから家計も小さくなる。それだけの話なんです。それはそれだけの話に終わら

ないんです。今まで来ていた交付税が来なくなるということは、それだけ地域の経済にマ

イナスの影響を与えます。防府に来る金が少なくなるんですから、大きなマイナス影響を

与えると思います。その辺のことを地域経済の観点から考えておられるのかどうか、これ

はぜひ、助役さんでも結構ですが、お答え願いたいと思います。 
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 それから特例債の問題は、これは政府がはっきり言っております。平成１４年１

１月１４日に全国市長会の理事会というのがあったんですが、そこに総務省の事務方の

ナンバー２、香山総務審議官というのが出席されてこのように言っておられます。起債制

限比率は守ってもらわねばなりません。明確にこう言われたというんです。先ほど財務部

長、わからないというふうにおっしゃいましたが、今、防府市の起債制限比率が１３.０、

山口市の起債制限比率が１２.１、周辺の町村、ならしますと大体１３％ぐらいになると

思います。そうすると、いわゆる危険水域である１５％まであと２ポイントしか借金でき

ないんです。ということは、６００億円の計算上の特例債が借りられることになっておっ

ても、そのうちの１２０億円前後しか実際は借りられない。 

 先ほど言いました新潟県の加茂市長は、これは実際には食べられないニンジンだ。ぶら

下がっているけど食べることはできない。起債制限比率があってほとんど使えないと、こ

ういうふうにおっしゃっているんです。だから、私は、平成１７年３月まで、３月までっ

て盛んに言われますけれども、その主な根拠は１７年３月までに合併をしないと合併特例

債が使えない、だから急ごうということなんです。しかし、その特例債自体が実際はそん

なに使えない。しかも重大なことは、この特例債というのは使い道が制限されておりまし

て、合併後１０年間、しかも合併に伴って起こる建設事業にしか使えないんです。ほかの

いろいろ福祉とか教育、そういうものには使えないんです。つまり言い方を変えれば、公

共事業の新たな拡大になるわけです。 

 なぜ今日、地方自治体がこれほどの財政難になってきたかと言うと、それは国の号令に

従って、単独事業を初め公共事業にどんどん金をつぎ込んできたからじゃないですか、借

金して。それをまた、この財政難を打開するという理由で、またもややろうということな

んです、特例債を使って。大いなる矛盾だと思うんですね。その点についてもどう考えて

おられるか、お答えを願いたいと思います。 

 それから、行政水準の問題では、とにかく市民は負担が上がったら困ると言っているん

ですよ、みんな。先般の１２月議会でも、私の一般質問に市長は明確な答弁をされません

でした。要するに上がるかもしれない、上がらないかもしれない。これは法定協ですり合

わせてみないとわからない、こういうことですかね。先ほどの御答弁でも、今までの実例

から言うと、真ん中辺をとったり、あるいは据え置きしたりするところもあるようですと、

こうおっしゃられていました。確かにあります。ありますが、これはそういう行政水準格

差を埋めるための補助金がある間だけなんです。この補助金が５年間の制限つきなんです。

ですから、この５年が過ぎた後には、大体軒並みみな上がっていますよ、合併したところ

の実例を見ますと。高い方に上がっています。この辺、どう考えられるのか、ぜひお答え
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願いたいというふうに思います。 

 それからさっき本庁の問題が出ました。例えば防府市が残念ながら総合支所になった場

合、どういうことになるか。人数は激減します。これは先般ひたちなか市に視察にお伺い

しまして聞きましたら、ひたちなか市は、合併する前の職員が、平成６年、８年前、その

時点では職員は１,２９５人だった。それが平成１４年、８年後には１,１８７人になった

んです。全体で１０８人減っています。思ったほどは減らないんです、そんな急激には減

らせません。ところが総合支所となった旧那珂湊市、人口の小さい方ですね。ここは当初

２４２人いた職員が、総合支所になってから８年後には実に２１人に減っているんです。

だから市全体では１０８人しか減っていませんけど、総合支所は１０分の１に激減してい

るんです。それはもう当然のことです。支所には窓口業務しか置けませんし、窓口業務し

か置かないということは、いろいろな生活保護の申請とか、あるいは融資の申請とか、そ

れから身体障害者の認定とか、老人保健の認定とか、そういうものは全部本庁に行かなき

ゃできないんですよ。そういうふうになってしまう。こういうことになるおそれがあるん

だから、私は再度、市長に先ほど山本議員、久保議員から質問がありましたけれども、そ

の辺の法定協に臨む市長の決意というのを、やっぱり聞かせてもらわないと市民は納得で

きないというふうに思います。 

○議長（中司  実君） 助役。 

○助役（土井  章君） 財政的な問題もありましたので、私から答弁させていただきま

すけれども、きょう提案をいたしておりますのは法定合併協設置をする議案を提案してお

りまして、きょう可決をいただければ、ようやく２市３町が一つのテーブルについて公式

に議論ができるという場が設けられるわけでございまして、その前段でああだこうだとい

うことは余り市長の口からは言いにくいと。あくまでテーブルについた、テーブルの上で

ちゃんとした議論をしたいという思いが市長の胸の中にあって、やや議員さんの立場から

言うと、奥歯に物が挟まったような言い方になっているかもしれませんが、その点は御理

解いただきたいと思います。 

 そこで、まず交付税ですけれども、２市４町で１８９億円、３０万都市の平

均が１６３億円というような話もありましたが、多分これは特別交付税も入

っているんではなかろうかなというふうに思います。特別交付税は、それぞれの地

域の実情に非常に左右されますので、あくまで普通交付税で検討すべきではなかろうか

と思いますが、普通交付税で、平成１３年度の決算でございますが、２市３町で、約１４

７億円でございます。そして、今、手元に持っております類似団体、一番近い団体で、福

島市が人口２９万１,０００人ちょっとで、１４３億円という数字をいただいております。
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おっしゃるとおり、面積等々、あるいは人口密度、あるいは歳入がどのぐらいあるかとい

うようなことで計算式が違ってまいりますが、ラフにあれしますとそういうことでござい

ます。ただ、１５年先にどの程度の交付税になるかという話ですけれども、先日の特別委

員会でも御説明申し上げましたように、国庫補助制度がどうなるのか、あるいは交付税法

そのもの、要するに国税３税プラスたばこあるいは消費税との割合がどうなるのかという

ことも、非常に不明確でございます。加えまして、平成１５年度の交付税で申しますと、

法律上で算定した交付税額は、１０兆６,０００億円、そしてそれでは足らないというこ

とで、一般会計からの繰り入れ、あるいは借入金、地方の借入金等々で８兆円ありまして、

トータルで交付税１８兆７００億円を確保しているというような状態でございます。 

 本来の交付税法で言う交付税は、１０兆６,０００億円しかない。そういうことからし

まして、極端な言い方をしますと交付税制度の見直し等々もあるかもしれません。ですか

ら１５年先までまだちょっと計算をしておりませんが、現在、福島市、一番近い人口等々

の関係からしますと、そのような状態が出ていますし、現在の状態が推移されれば、おお

むねそれと違わない数字になるのかなというような気はいたします。 

 それから、合併特例債が起債制限比率との関係で、毎年わずかしかないんではないかと。

だから絵にかいたもちにすぎないんではないかということですが、まず一番大事なことは、

合併特例債、本当に割り当てられた数字を全部消化しなきゃいけないのかどうかというこ

とです。これは常々木村議員も不要不急の投資を云々ということをおっしゃっていますが、

我々も同じで、枠があるからといってすべてを消化しなければいけないと一つも思ってい

ませんし、何が必要なのかということも法定合併協議会の中で協議をしながら、それぞれ

のエリアに一番必要なものを、必要最小限のものをつくっていけば、それでいいんだなと

いうふうに思います。 

 そこで、それにしても金額が少ないということですが、起債制限比率、今、山口、防府

のことを申し上げられましたが、単年度で計算するとそういう数字になるかもしれません

が、来年度は来年度で起債を償還していっております。ですから率はずっと変わらない。

そうすると毎年毎年２０億円ずつ発行できるのかと、１２０億円とおっしゃいましたかね、

という話になります。ですから、起債を返していった分だけは、今の通常債、全く交付税

措置も何もない起債もあるわけですが、それを返していく分だけは余裕が出てくるわけで、

特例債を当てれば、交付税措置のある、実のある起債が発行できるということで、トータ

ル的にはそのぐらいは、もし必要であれば消化はできるんではなかろうかなという気もい

たしております。 

 それから、合併後５年ぐらいたったらサービス料金がみんな上がっておるというお話で
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すが、これはやり方一つだろうと思います。上がっている理由を検証しなきゃいけないと

思いますが、貨幣価値が５年前と今とどうなのか、今現在はデフレですけれども、インフ

レの状態であれば必然的に上がってくるのは当たり前ですし、大体、手数料、使用料等は

３年置きに見直しをするというのが一般的な例でもございます。合併したから上がったの

か、あるいは合併しなくても上げなければならなかった状態なのか、そういうことを総合

的に検証していかなければ答えは出ないのではなかろうかなという思いをいたしておりま

す。 

 それから、庁舎の問題ですけれども、これも一番最初に申し上げましたように、テーブ

ルについてから市長の思いも話すべきだろう。そういう意味では小郡町さんが小郡町に市

役所があってしかるべきだという発言は、私個人的にはテーブルにつく前にそういう議論

をしてほしくない。あくまでテーブルについて、それぞれの市の主張、立場を議論すべき

ではないか。しかし合併をすることは、私は時代の要請だと思っておりますが、合併をす

るためには小異を捨てて大同につくとかいうような言葉もあるように、すべてが我田引水

といいますか、自分のところに自分のところにということでは合併はできない、あくまで

やはりみなが英知を寄せて、その中で一つの方策を見つけていくことが大事ではなかろう

かなというふうに思っております。 

 なおかつ、庁舎につきましては、あるいは新市名につきましては、特に新市名について

は、他市の新設合併の例では多分に公募して市名を決めるというような方策もとられてお

ります。そうすれば、かなり時間もかかりますし、遅くもなるわけで、法定協の前に市の

名前は防府だ、どこだというようなことを言うのもいかがかな。法定協議会の中でどうい

う方法で市の名前を決めるかということをまず決めてからで十分ではないかなという思い

をいたしております。市役所についても、一極集中の市役所にするのか、あるいは総合庁

舎方式にするのか、いろんな方法があろうと思います。そうした中で、またかつ市役所、

だれがターゲットなのか、ここでこういう言葉を使うのがいいのかどうかわかりませんが、

県の総合庁舎の問題はどうなるのかというようなこと等々も含めまして、総合的にこのエ

リアにはどういう機能、こういうエリアにはどういう機能というようなことを２市３町の

協議会の中で協議をし、丸くおさまる答えを見つけていくのが法定合併協議会の役割では

ないかというふうに思っております。 

○議長（中司  実君） 質疑を終結してお諮りします。本案については、委員会付託を

省略したいと思いますが、御異議ございませんか。 

        〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中司  実君） 御異議ないものと認めます。よって、討論を求めます。５番。 
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○５番（山本 久江君） それでは、議案第２号山口県央部合併協議会の設置につきまし

ては、反対の立場から討論を行いたいと思います。 

 本来、市町村の合併問題は、その地方自治が行われる基礎的な形をどうするのかという

ことですから、ほかの何にも増して住民の意思と自主性が尊重されるべきものであると考

えます。そのことはこれまでも市長自身、一般質問の答弁の中でも、あくまでも市町村や

住民の自主的、主体的な取り組みにより進められることが基本である、こういうふうに市

長さん自身が述べられております。ところが今回、阿知須町を除く２市３町の法定協設置

議案が出されまして、この経緯を見ますと、ほとんど市民には説明もされないまま、これ

までの合併に対する住民の不安や疑問の声を真剣に検討もしないで、とにかく合併特例法

のあるうちに、だから今年度中に法定協の設置をと、こういう状況でございます。協議会

設置を急ぐのは拙速のそしりを免れず、まさに市民不在だというふうに私は考えます。市

の将来にかかわる重要な問題、市民の暮らしや利益、そして住民自治にとってどういうも

のとなるかまともな議論もないままに、また先ほど来の質疑の中でもありましたように、

庁舎の問題も、位置等も白紙委任のような形の状況の中で、まさに合併ありきの中で進め

られてきた今回の法定協設置につきましては認めることはできません。住民投票などによ

り市民の意思をもっと聞くべきだというふうに考えます。 

 よって、議案第２号につきましては、反対の態度を表明いたします。 

○議長（中司  実君） １６番。 

○１６番（木村 一彦君） 議案第２号に反対いたします。 

 先ほど来の議論の中で、財政的に見ましても、合併によって防府市の財政基盤が強化さ

れ゛とはとても考えられません。特例債は合併後６年後から償還が始まります。そして合

併後、１４年後にピークを迎え、７年間そのピークが続きます。ちょうど交付税が減額さ

れる、その時期と重なるわけです。ですから市の財政は借金の返済と、それから入ってく

るものが減るというダブルパンチに見舞われる。言う人に言わせれば、特例措置が切れた

ときから地方財政は地獄だ、こういうふうに表現する人もおります。そういう意味で、こ

れは何ら財政基盤の強化にならないということが私は言えると思います。 

 それから、中核都市構想なるものが、先ほど市長も答弁されましたが、極めて机上の空

論に近いものである。市長の答弁によれば、やってみなきゃわからない、よくなるかもし

れないということでありましたけれども、実際には現実を考えれば、先ほど言いましたよ

うに２市３町ないしは２市４町、２市３町を考えましても、一極に税金が集中投下される。

そして公共事業が行われる。その他の地域には従来よりも薄い税金しかおりてこない。そ

ういうことが十分予想されることであります。そういう点で、当然住民サービス等も低下
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することは予想されます。まして職員数を減らす、議員数を減らすことが合併の究極の目

的だと、究極の行政改革だ、こういうふうに言われておりますから、職員数を減らせば、

職員１人当たりに対する住民の数は当然多くなります。今、大体職員１人当たり９０人か

ら１００人の住民を相手にするのが全国平均になっていますが、減らせば当然１５０人、

２００人と、１人の職員が担当する住民の数はふえるわけです。だれが考えてもこれはサ

ービスの低下にならざるを得ません。そういう点でも私は合併を目途とした法定協の設置、

認めることはできないということを言明しておきたいというふうに思います。 

 以上です。 

○議長（中司  実君） 討論を終結してお諮りします。本案については反対の意見もあ

りますので、起立による採決といたします。 

 議案第２号について、これを可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

        〔賛成者 起立〕 

○議長（中司  実君） 起立多数でございます。よって、議案第２号は、原案のとおり

可決されました。 

 

  議案第３号平成１４年度防府市一般会計補正予算（第７号） 

○議長（中司  実君） 議案第３号を議題とします。理事者の補足説明を求めます。助

役。 

        〔助役 土井  章君 登壇〕 

○助役（土井  章君） 議案第３号平成１４年度防府市一般会計補正予算（第７号）に

ついて御説明申し上げます。 

 今回の補正につきましては、ただいま議案第２号で御議決いただきました山口県央部合

併協議会設置に要する負担金１４万２,０００円を補正いたすもので、予備費で調整いた

しておるものでございます。 

 以上、よろしく御審議のほど、お願いを申し上げます。 

○議長（中司  実君） 本案に対する質疑を求めます。 

        〔「進行」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中司  実君） 質疑を終結してお諮りします。本案については、委員会付託を

省略したいと思いますが、御異議ございませんか。 

        〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中司  実君） 御異議ないものと認めます。よって、討論を求めます。１６番。 

○１６番（木村 一彦君） 先ほど議案第２号のところで申し述べましたとおり、合併を
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目途とした法定協議会の運営に伴う費用を予算計上されておりますので、これは認めるこ

とはできません。反対いたします。 

○議長（中司  実君） 討論を終結してお諮りします。本案については反対の意見もあ

りますので、起立による採決といたします。 

 議案第３号については、これを可決することに賛成の議員の起立を求めます。 

        〔賛成者 起立〕 

○議長（中司  実君） 起立多数でございます。よって、議案第３号は、原案のとおり

可決されました。 

 以上で、今期臨時会に付議された案件は、すべて議了いたしました。 

 これをもちまして、平成１５年第２回防府市議会臨時会を閉会いたします。 

午前１１時４０分 閉会 

 

  地方自治法第１２３条第２項の規定により署名する。 

   平成１５年２月１４日 

 

               防府市議会議長   中 司    実 

 

               防府市議会議員   田 中  敏 靖 

 

               防府市議会議員   藤 野  文 彦 


	このページのトップ
	出席議員
	報告第２号から第１６号まで
	議案第２号（山口県央部合併協議会の設置について）
	議案第３号

